
 
 
 
 

 

厚木飛行場周辺における環境状況調査について 

 
 令和２年９月２３日、防衛省南関東防衛局から、厚木飛行場周辺における空母艦

載機移駐前後の飛行回数及び騒音状況を整理・分析を行うために実施した調査の結

果について、別添のとおり情報提供がありましたので、お知らせします。 

 

調査の概要 

１ 趣旨 

  平成３０年３月に全ての空母艦載機の岩国飛行場への移駐が完了し、移駐前後

で厚木飛行場の運用状況等が大きく変化していることから、防衛省南関東防衛局

において、空母艦載機移駐前後の飛行回数及び騒音状況を分析したもの 

２ 内容及び結果 

（１）飛行回数調査  

厚木飛行場における飛行実績(対象期間：平成２８年４月１日～令和元年６月

３０日)を基に、月ごとの飛行回数の変化や固定翼機の自衛隊機と米軍機の飛行

回数・飛行割合について整理、分析したもの 

【結果概要】 

空母艦載機移駐完了後の米軍機(ジェット機)の飛行回数は、大きく減少 

（２）騒音状況調査  

南関東局及び北関東局が厚木飛行場周辺に設置(２３箇所)している航空機騒音

自動測定装置の測定結果を基に、空母艦載機移駐前後(対象期間：平成２８年４

月１日～令和２年３月３１日)の騒音状況について整理、分析したもの 

【結果概要】 

空母艦載機移駐完了後の年間の WECPNL(加重等価継続感覚騒音レベル)は、移

駐開始前(平成２８年度)より全ての測定地点で減少(騒音が軽減) 
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厚木飛行場周辺における
環境状況調査について



 空母艦載機の岩国飛行場への移駐については、平成２９年８月９日から開始され、

平成３０年３月３０日に、全ての空母艦載機の移駐が完了したところです。

(1)飛行回数調査
• 厚木飛行場における飛行実績（平成２８年４月１日～令和元年６月３０日）を基に、以

下について整理、分析しました。
①月毎の飛行回数の変化
②固定翼機（自衛隊機と米軍機）の飛行回数
③固定翼機（自衛隊機と米軍機）の飛行割合

(2)騒音状況調査
• 国が厚木飛行場周辺に設置（２３箇所）している航空機騒音自動測定装置の測定結果(以

下、「騒音測定結果」という。)を基に、空母艦載機移駐前後（平成２８年４月１日～令
和２年３月３１日）の騒音状況を整理、分析しました。

１

１調査概要

２調査内容

【各部隊の移駐状況】
• 平成２９年 ８月 ９日 E-2D（５機）の部隊が移駐
• 平成２９年１１月２８日 F/A-18の２部隊（約２４機）及びEA-18Gの部隊（約６機）が移駐
• 平成２９年１２月 ３日 C-2の部隊（約２機）が移駐
• 平成３０年 ３月２８日～３０日 F/A-18の2部隊（約２４機）が移駐

厚木岩国

 厚木飛行場においては、海上自衛隊の航空機部隊及び米海軍のヘリ

部隊等が引き続き使用し、移駐した空母艦載機等の飛来もあること
から、空母艦載機移駐前後の同飛行場の運用状況は変化している状

況です。

 この様なことから、厚木飛行場周辺における空母艦載機移駐前後の

飛行回数及び騒音状況について分析を行うための調査を実施しまし
た。

EA-18G 電子戦機

F/A-18 戦闘攻撃機

E-2Ｄ 早期警戒機

C-2 輸送機

【空母艦載機】

【空母艦載機】



⑴ 飛行回数調査（対象期間：平成２８年４月１日～令和元年６月３０日）

①月毎の飛行回数の変化
厚木飛行場を離着陸する全ての航空機の飛行回数の推移を比較したところ、

• 移駐完了前は、月毎に飛行回数が大きく変動していましたが、移駐完了後の飛行回数は
減少し、概ね一定に推移（１,５００回程度）していました。

• 月毎の飛行回数について、移駐完了前で最も多い月は平成２８年５月（約3,500回）、最
も少ない月は平成２９年７月（約1,100回）でした。また、移駐完了後で最も多いのは平
成３１年４月（約1,800回）、最も少ない月は平成３０年９月（約1,100回）でした。

• また、移駐完了前の空母が入港している期間は、飛行回数が多くなる傾向でした。

３調査結果
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※１ 飛行回数は、飛行実績より確認できた離陸等（離陸、着陸、タッチアンドゴー）をそれぞれ１回としてカウントした。
※２ 空母入港期間は、出港し、１週間以内に再入港したものも含めた期間で整理した。

２

飛行回数
（回）

約3,500回

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

約1,100回 約1,100回

1500

空母入港期間

飛行回数

移駐完了後（30.4～）移駐完了前（28.4～30.3）

E-2移駐

約1,800回

F/A-18(一部)
EA-18等移駐

F/A-18移駐

（2016年度） （2017年度） （2018年度） （2019年度）



厚木飛行場を離着陸する固定翼機の自衛隊機と米軍機の飛行回数の推移を比較したところ、

• 移駐完了前は、米軍機は月によって飛行回数が大きく変動していましたが、移駐完了後
の米軍機の飛行回数は大きく減少し、少ない飛行回数で推移していました。

• 自衛隊機の飛行回数は大きな変動はないものの、相対的に月の飛行回数の中に占める割
合が上昇し、移駐完了後においては飛行回数のほとんどを自衛隊機が占めていました。
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②固定翼機（自衛隊機と米軍機）の飛行回数

飛行回数
（回）

米軍機（固定翼）

空母入港期間

自衛隊機（固定翼）

※１ 空母入港期間は、出港し、１週間以内に再入港したものも含めた期間で整理した。
※２ 固定翼機の自衛隊機は、P-3C､UP-3C､C-130R､LC-90､P-1､UP-1､米軍機は、C-12､C-560､F/A-18､EA-18､E-2C､E-2Dと整理した。
※３ 飛行回数は、飛行実績より確認できた離陸等（離陸、着陸、タッチアンドゴー）をそれぞれ１回としてカウントした。

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

約2,200回

約580回

E-2移駐 F/A-18(一部)
EA-18等移駐

F/A-18移駐

移駐完了後（30.4～）移駐完了前（28.4～30.3）

500

約460回

約840回

３

（2016年度） （2017年度） （2018年度） （2019年度）



厚木飛行場を離着陸する固定翼機の自衛隊機と米軍機の飛行割合の推移を比較したところ、

• 固定翼機については、移駐完了前（平成２８年度）よりも移駐完了後（平成３０年度）
の割合が低くなっている状況でした。（28年度：約18,100回⇒30年度：約9,900回）

• 米軍機（ジェット機）については、移駐完了前（平成２８年度）よりも移駐完了後（平
成３０年度）の割合が低くなっている状況でした。(28年度：約7,700回⇒30年度：約340回)

③固定翼機（自衛隊機と米軍機）の飛行割合

区
分

年 度 飛行回数

固定翼機

回転翼機
等

（※５）

自衛隊（※１） 米 軍（※２） その他

常駐機 常駐機 外来機 左記
以外

（※４）
ｼﾞｴｯﾄ機 ﾌﾟﾛﾍﾟﾗ機 ｼﾞｴｯﾄ機

（※３）

ﾌﾟﾛﾍﾟﾗ機 ｼﾞｴｯﾄ機
（※３）

ﾌﾟﾛﾍﾟﾗ機

移
駐
完
了
前

平成28年度
(28.4～29.3)

約26,600回 約68％ 約 6％ 約18％ 約29％ 約 6％ － － 約 9％ 約32％

平成29年度
(29.4～30.3)

約20,400回 約67％ 約12％ 約17％ 約18％ 約 4％ 約 3％ 約 1％ 約12％ 約33％

移
駐
完
了
後

平成30年度
(30.4～31.3)

約17,600回 約56％ 約18％ 約18％ － 約 5％ 約 2％ 約 1％ 約12％ 約44％

令和元年度
(31.4～元.6)

約4,500回 約56％ 約18％ 約18％ － 約10％ 約 2％ 約 1％ 約 7％ 約44％

※１ 自衛隊の常駐機は、P-3C、UP-3C、C-130R、LC-90、P-1、UP-1を対象とした。
※２ 米軍の常駐機及び外来機は、C-12、C-560、F/A-18、EA-18、E-2C、E-2Dを対象とした。
※３ 平成29年度から一部移駐が開始されているため、米軍のジェット機は、移駐期間中（平成29年11月28日から30年3月29日までの間）は、飛行回

数の半分を常駐機、残り半分を外来機として整理した。
※４ その他は、※１及び２以外の自衛隊機、米軍機、海上保安庁機、民間機を対象とした。
※５ 回転翼機等は、自衛隊及び米軍の回転翼、海上保安庁機、県警機、民間機等を対象とした。
※６ 飛行回数は、飛行実績より確認できた離陸等（離陸、着陸、タッチアンドゴー）をそれぞれ１回としてカウントした。

４



騒音測定結果を基に移駐前後のWECPNL(注1)の推移について比較したところ、

• 移駐完了前のＷ値は、月毎に大きく変動していましたが、移駐完了後は、概ね一定に推
移し、更に、移駐完了後の年間Ｗ値は、移駐開始前（平成２８年度）より全ての測定地
点で減少していました。(別紙１及び２参照)

• 滑走路北側及び南側における年間W値は、移駐前後で約10W程度減少(※)していました。
これは、移駐完了後の米軍機の飛行回数が減少したことにより､騒音発生回数が減少し､
騒音評価への影響が大きい100ｄB 以上(注2)の騒音発生回数が減少したことによるものと
考えられます。
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⑵ 騒音状況調査（対象期間：平成２８年４月１日～令和２年３月３１日）

※ 空母入港期間は、出港し、１０日以内に再入港したものも含めた期間で整理した。

空母入港期間

①滑走路北側
②滑走路南側

E-2移駐WECPNL
（Ｗ）

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

注１ WECPNL（加重等価継続感覚騒音レベル）は、航空機騒音の「うるささ」を表す単位であり、音響の強度、頻度、継続時間、発生時
間帯等の諸要素により、多数の航空機から受ける騒音の総量（総暴露量）を１日の平均として総合的に評価したものである。

注２ １００dB（デシベル）は、例えば、「電車が通る時のガードの下」の音である。

移駐完了後（30.4～）移駐完了前（28.4～30.3）

70

100.2Ｗ

99.3Ｗ 90.5Ｗ

90.5Ｗ

５

F/A-18(一部)
EA-18等移駐

F/A-18移駐

（2016年度） （2017年度） （2018年度） （2019年度）

（100dB以上の騒音発生回数：【北側】28年度:約3,600回⇒ 30年度:約190回、【南側】28年度:約3,300回⇒ 30年度:約160回）

※ 一般的に、10Wの減少とは、1日の騒音発生回数が10分の1となる場合や騒音の強度（1日に観測される全騒音レベルの最大値
の平均値) が10dB（デシベル）減少する場合などです。



空母艦載機移駐前後の航空機騒音自動測定結果の推移
（平成２８年度と平成３０年度）

【南関東防衛局ホームペ－ジ（ https://www.mod.go.jp/rdb/s-kanto/）において、平成17年度以降の各測定地点の日毎、
月毎、年毎の航空機騒音自動測定結果を確認できます】

※１ Ｗ値は、各年度の年間Ｗ値である。
※２ No20については、平成30年度において一部欠測期間（８ケ月）があり、参考値である。

６

別紙１

　①　　滑走路北側 　⑤　　引地台中学校 　⑨　  相模野小学校 　⑬　　立野台小学校 　⑰　　金井中学校 　㉑　　御所見中学校

　②　　滑走路南側 　⑥　　座間防衛事務所 　⑩　　文ヶ岡小学校 　⑭　　ＪＡ綾西支店 　⑱　　鶴川中学校 　㉒　　湘南台小学校

　③　　綾南小学校 　⑦　　上鶴間小学校 　⑪　　中村自治会館 　⑮　　町田市健康福祉会館 　⑲　　大沼小学校 　㉓　　小和田小学校

　④　　天台小学校 　⑧　　西鶴間小学校 　⑫　　大庭中学校 　⑯　　藤沢総合高校 　⑳　　国分ｺﾐﾆｭﾃｨｰｾﾝﾀｰ
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年度 H28' H30' 差

W値 95.9 85.0 ▲ 10.9 年度 H28' H30' 差

W値 95.5 84.1 ▲ 11.4

年度 H28' H30' 差

W値 81.1 71.2 ▲ 9.9

年度 H28' H30' 差

W値 73.0 67.0 ▲ 6.0

年度 H28' H30' 差

W値 76.9 63.7 ▲ 13.2

年度 H28' H30' 差

W値 77.8 67.7 ▲ 10.1

年度 H28' H30' 差

W値 75.3 64.7 ▲ 10.6

年度 H28' H30' 差

W値 85.5 72.7 ▲ 12.8

年度 H28' H30' 差

W値 71.2 64.0 ▲ 7.2

年度 H28' H30' 差

W値 77.4 65.4 ▲ 12.0

年度 H28' H30' 差

W値 73.6 66.3 ▲ 7.3

年度 H28' H30' 差

W値 75.9 63.8 ▲ 12.1

年度 H28' H30' 差

W値 71.0 62.6 ▲ 8.4

年度 H28' H30' 差

W値 72.4 61.3 ▲ 11.1

年度 H28' H30' 差

W値 75.5 66.4 ▲ 9.1

年度 H28' H30' 差

W値 78.5 66.4 ▲ 12.1

年度 H28' H30' 差

W値 67.0 57.4 ▲ 9.6

年度 H28' H30' 差

W値 62.3 51.8 ▲ 10.5

年度 H28' H30' 差

W値 67.8 57.8 ▲ 10.0

年度 H28' H30' 差

W値 63.6 54.6 ▲ 9.0

年度 H28' H30' 差

W値 70.3 67.7 ▲ 2.6

年度 H28' H30' 差

W値 70.2 62.5 ▲ 7.7

年度 H28' H30' 差

W値 65.3 53.2 ▲ 12.1

https://www.mod.go.jp/rdb/s-kanto/20_Second_level/03_bout/03_peripheral/jyutakubouon/jyuutakubouonn-sokutei.html


空母艦載機移駐前後の航空機騒音自動測定結果の推移
（平成２８年度と令和元年度）

【南関東防衛局ホームペ－ジ（ https://www.mod.go.jp/rdb/s-kanto/）において、平成17年度以降の各測定地点の日毎、
月毎、年毎の航空機騒音自動測定結果を確認できます】

※１ Ｗ値は、各年度の年間Ｗ値である。
※２ No16については、令和元年度において一部欠測期間（６ケ月）があり、参考値である。

７」

別紙２

　①　　滑走路北側 　⑤　　引地台中学校 　⑨　  相模野小学校 　⑬　　立野台小学校 　⑰　　金井中学校 　㉑　　御所見中学校

　②　　滑走路南側 　⑥　　座間防衛事務所 　⑩　　文ヶ岡小学校 　⑭　　ＪＡ綾西支店 　⑱　　鶴川中学校 　㉒　　湘南台小学校

　③　　綾南小学校 　⑦　　上鶴間小学校 　⑪　　中村自治会館 　⑮　　町田市健康福祉会館 　⑲　　大沼小学校 　㉓　　小和田小学校

　④　　天台小学校 　⑧　　西鶴間小学校 　⑫　　大庭中学校 　⑯　　藤沢総合高校 　⑳　　国分ｺﾐﾆｭﾃｨｰｾﾝﾀｰ

凡　　例

　防衛施設

　第一種区域

　行政区界

７

６

８

10

14

11

12

19

20

22

23

厚木飛行場

藤沢市

相模原市

海老名市座間市

綾瀬市

大和市

町田市

茅ヶ崎市

横浜市

9

15

13

１

５

２ ３

16

４

年度 H28' R1' 差

W値 95.9 83.4 ▲ 12.5 年度 H28' R1' 差

W値 95.5 84.3 ▲ 11.2

年度 H28' R1' 差

W値 81.1 69.7 ▲ 11.4

年度 H28' R1' 差

W値 73.0 66.6 ▲ 6.4

年度 H28' R1' 差

W値 76.9 64.1 ▲ 12.8

年度 H28' R1' 差

W値 77.8 66.5 ▲ 11.3

年度 H28' R1' 差

W値 75.3 62.5 ▲ 12.8

年度 H28' R1' 差

W値 85.5 73.8 ▲ 11.7

年度 H28' R1' 差

W値 71.2 59.9 ▲ 11.3

年度 H28' R1' 差

W値 77.4 64.8 ▲ 12.6

年度 H28' R1' 差

W値 73.6 65.6 ▲ 8.0

年度 H28' R1' 差

W値 75.9 65.5 ▲ 10.4

年度 H28' R1' 差

W値 71.0 61.4 ▲ 9.6

年度 H28' R1' 差

W値 72.4 61.1 ▲ 11.3

年度 H28' R1' 差

W値 75.5 63.5 ▲ 12.0

年度 H28' R1' 差

W値 78.5 66.5 ▲ 12.0

年度 H28' R1' 差

W値 67.0 54.0 ▲ 13.0

年度 H28' R1' 差

W値 62.3 49.3 ▲ 13.0

年度 H28' R1' 差

W値 67.8 58.2 ▲ 9.6

年度 H28' R1' 差

W値 63.6 55.7 ▲ 7.9

年度 H28' R1' 差

W値 70.3 68.7 ▲ 1.6

年度 H28' R1' 差

W値 70.2 54.9 ▲ 15.3

年度 H28' R1' 差

W値 65.3 54.8 ▲ 10.521

17

18

https://www.mod.go.jp/rdb/s-kanto/20_Second_level/03_bout/03_peripheral/jyutakubouon/jyuutakubouonn-sokutei.html

